
今後の認知症に対する
施策の動向

内藤佳津雄

共生社会の実現を推進するための認知症基本法 概要
１.目的

認知症施策は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、①～⑦を基本理念として行う。

① 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、自らの意思によって日常生活及び社会生活を営むことができる。

② 国民が、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深めることができる。

③ 認知症の人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるものを除去することにより、全ての認知症の人が、社会の対等な構成

員として、地域において安全にかつ安心して自立した日常生活を営むことができるとともに、自己に直接関係する事項に関して意見を

表明する機会及び社会のあらゆる分野における活動に参画する機会の確保を通じてその個性と能力を十分に発揮することができる。

④ 認知症の人の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが切れ目なく提供される。

⑤ 認知症の人のみならず家族等に対する支援により、認知症の人及び家族等が地域において安心して日常生活を営むことができる。

⑥ 共生社会の実現に資する研究等を推進するとともに、認知症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、診断及び治療並びにリハビリ

テーション及び介護方法、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方及び認知症の人が他の人々と支

え合いながら共生することができる社会環境の整備その他の事項に関する科学的知見に基づく研究等の成果を広く国民が享受できる環

境を整備。

⑦ 教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉その他の各関連分野における総合的な取組として行われる。

４.認知症施策推進基本計画等

政府は、認知症施策推進基本計画を策定（認知症の人及び家族等により構成される関係者会議の意見を聴く。）

都道府県・市町村は、それぞれ都道府県計画・市町村計画を策定（認知症の人及び家族等の意見を聴く。） （努力義務）

２.基本理念

国・地方公共団体は、基本理念にのっとり、認知症施策を策定・実施する責務を有する。

国民は、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深め、共生社会の実
現に寄与するよう努める。

政府は、認知症施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講ずる。

※その他保健医療・福祉サービス提供者、生活基盤サービス提供事業者の責務を規定

３.国・地方公共団体等の責務等

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進

⇒ 認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力
ある社会（＝共生社会）の実現を推進

～共生社会の実現の推進という目的に向け、基本理念等に基づき認知症施策を国・地方が一体となって講じていく～
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５.基本的施策

①【認知症の人に関する国民の理解の増進等】
国民が共生社会の実現の推進のために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深められるようにする施策

②【認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進】
・ 認知症の人が自立して、かつ、安心して他の人々と共に暮らすことのできる安全な地域作りの推進のための施策
・ 認知症の人が自立した日常生活・社会生活を営むことができるようにするための施策

③【認知症の人の社会参加の機会の確保等】
・ 認知症の人が生きがいや希望を持って暮らすことができるようにするための施策
・ 若年性認知症の人（６５歳未満で認知症となった者）その他の認知症の人の意欲及び能力に応じた雇用の継続、円滑な就職等に資

する施策

④【認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護】
認知症の人の意思決定の適切な支援及び権利利益の保護を図るための施策

⑤【保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等】
・ 認知症の人がその居住する地域にかかわらず等しくその状況に応じた適切な医療を受けることができるための施策
・ 認知症の人に対し良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスを適時にかつ切れ目なく提供するための施策
・ 個々の認知症の人の状況に応じた良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるための施策

⑥【相談体制の整備等】
・ 認知症の人又は家族等からの各種の相談に対し、個々の認知症の人の状況又は家族等の状況にそれぞれ配慮しつつ総合的に応ずる

ことができるようにするために必要な体制の整備
・ 認知症の人又は家族等が孤立することがないようにするための施策

⑦【研究等の推進等】
・ 認知症の本態解明、予防、診断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方法等の基礎研究及び臨床研究、成果の普及 等
・ 認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方、他の人々と支え合いながら共生できる社会環境

の整備等の調査研究、成果の活用 等

⑧【認知症の予防等】
・ 希望する者が科学的知見に基づく予防に取り組むことができるようにするための施策
・ 早期発見、早期診断及び早期対応の推進のための施策

※ その他認知症施策の策定に必要な調査の実施、多様な主体の連携、地方公共団体に対する支援、国際協力

６.認知症施策推進本部

内閣に内閣総理大臣を本部長とする認知症施策推進本部を設置。基本計画の案の作成・実施の推進等をつかさどる。

※基本計画の策定に当たっては、本部に、認知症の人及び家族等により構成される関係者会議を設置し、意見を聴く。

※ 施行期日等：公布の日から起算して１年を超えない範囲内で施行、施行後５年を目途とした検討
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• 地⽅⾃治体において、地域の実情や特性に即した取組を創意⼯夫しながら実施
• 地⽅⾃治体の計画策定に際しての柔軟な運⽤（既存の介護保険事業計画等との⼀体的な策定など）
• ①⾏政職員が､認知症カフェ等様々な接点を通じて､認知症の⼈や家族等と出会い･対話する､②ピアサポート活

動や本⼈ミーティング等の当事者活動を⽀援する、③認知症の⼈や家族等の意⾒を起点として､施策を⽴案、
実施、評価する。

認知症施策推進基本計画（案）の概要（認知症施策推進関係者会議における議論）

• 共⽣社会の実現を推進するための認知症基本法 に明記された 共⽣社会 の実現を⽬指す。
• 認知症の⼈本⼈の声を尊重し、「新しい認知症観」※に基づき施策を推進する。

※ ①誰もが認知症になり得ることを前提に、国⺠⼀⼈⼀⼈が⾃分ごととして理解する。②個⼈としてできること･やりたいこと
があり､住み慣れた地域で仲間と共に､希望を持って⾃分らしく暮らすことが出来る

⇒ ①「新しい認知症観」に⽴つ､②⾃分ごととして考える､③認知症の⼈等の参画･対話､④多様な主体の連携･協働

• 以下の4つの重点⽬標に即した評価指標を設定︓①「新しい認知症観」の理解、②認知症の⼈の意思の尊重、
③認知症の⼈・家族等の地域での安⼼な暮らし、④新たな知⾒や技術の活⽤ 

• 評価指標は、重点⽬標に即して、プロセス指標、アウトプット指標、アウトカム指標を設定。

• 施策は、認知症の⼈の声を起点とし、認知症の⼈の視点に⽴って、認知症の⼈や家族等とともに推進する。
⇒ 以下の12項⽬を設定︓①国⺠の理解､②バリアフリー､③社会参加､④意思決定・権利擁護､⑤保健医療･福祉､
⑥相談体制､⑦研究､⑧予防､⑨調査､⑩多様な主体の連携､⑪地⽅公共団体への⽀援､⑫国際協⼒

前⽂／Ⅰ 認知症施策推進基本計画について／Ⅱ 基本的な⽅向性

Ⅲ 基本的施策

Ⅳ 第1期基本計画中に達成すべき重点⽬標等

Ⅴ 推進体制等

【位置づけ】 基本法に基づく、国の認知症施策の基本計画。これに基づき、地⽅⾃治体は推進計画を策定（努⼒義務)。

重点⽬標・評価指標
重点⽬標 プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標 

①国⺠⼀⼈⼀⼈
が「新しい認
知症観」を理
解している

• 地域の中で認知症の⼈と出会い、そ
の当事者活動を⽀援している地⽅公
共団体の数

• 認知症サポーターの養成研修に認知
症の⼈が参画している地⽅公共団体
の数

• 認知症希望⼤使等の本⼈発信等の取組を
⾏っている地⽅公共団体の数

• 認知症サポーターの養成者数及び認知症サ
ポーターが参画しているチームオレンジの
数

• 認知症や認知症の⼈に関する国
⺠の基本的な知識の理解度

• 国⺠における「新しい認知症
観」の理解とそれに基づく振る
舞いの状況

②認知症の⼈の
⽣活において
その意思等が
尊重されてい
る

• ピアサポート活動への⽀援を実施し
ている地⽅公共団体の数

• ⾏政職員が参画する本⼈ミーティン
グを実施している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者等に、認知症の⼈
の意思決定⽀援の重要性の理解を促
す研修を実施している地⽅公共団体
の数とその参加者数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる認知症の⼈の意⾒を反映
している地⽅公共団体の数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる家族等の意⾒を反映して
いる地⽅公共団体の数

• 地域⽣活の様々な場⾯において、
認知症の⼈の意思が尊重され、
本⼈が望む⽣活が継続できてい
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

③認知症の⼈・
家族等が他の
⼈々と⽀え合
いながら地域
で安⼼して暮
らすことがで
きる

• 部署横断的に認知症施策の検討を実
施している地⽅公共団体の数

• 認知症の⼈と家族等が参画した認知
症施策の計画を策定し、その計画に
達成すべき⽬標及び関連指標（KPI）
を設定している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者に対して実施して
いる認知症対応⼒向上研修の受講者
数

• 就労⽀援も含めて個別の相談・⽀援を実施
していることを明⽰した認知症地域⽀援推
進員や若年性認知症⽀援コーディネーター
を設置している地⽅公共団体の数

• 認知症バリアフリー宣⾔を⾏っている事業
者の数

• 製品・サービスの開発に参画している認知
症の⼈と家族等の⼈数

• 基本法の趣旨を踏まえた認知症ケアパスの
作成・更新・周知を⾏っている市町村の数

• 認知症疾患医療センターにおける認知症関
連疾患の鑑別診断件数

• ⾃分の思いを伝えることが出来
る家族、友⼈、仲間がいると感
じている認知症の⼈の割合

• 地域で役割を果たしていると感
じている認知症の⼈の割合

• 認知症の⼈が⾃分らしく暮らせ
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

• 認知症の⼈の希望に沿った、保
健医療サービス及び福祉サービ
スを受けていると考えている認
知症の⼈の割合

④国⺠が認知症
に関する新た
な知⾒や技術
を活⽤できる

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と
家族等の当事者の意⾒を反映させて
いる研究計画の数

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と家族等
の当事者の意⾒を反映させている認知症に
関する研究事業の数

• 国が⽀援・実施する、認知症に
関する研究事業の成果が社会実
装化されている数

06627421
フリーテキスト




• 地⽅⾃治体において、地域の実情や特性に即した取組を創意⼯夫しながら実施
• 地⽅⾃治体の計画策定に際しての柔軟な運⽤（既存の介護保険事業計画等との⼀体的な策定など）
• ①⾏政職員が､認知症カフェ等様々な接点を通じて､認知症の⼈や家族等と出会い･対話する､②ピアサポート活

動や本⼈ミーティング等の当事者活動を⽀援する、③認知症の⼈や家族等の意⾒を起点として､施策を⽴案、
実施、評価する。

認知症施策推進基本計画（案）の概要（認知症施策推進関係者会議における議論）

• 共⽣社会の実現を推進するための認知症基本法 に明記された 共⽣社会 の実現を⽬指す。
• 認知症の⼈本⼈の声を尊重し、「新しい認知症観」※に基づき施策を推進する。

※ ①誰もが認知症になり得ることを前提に、国⺠⼀⼈⼀⼈が⾃分ごととして理解する。②個⼈としてできること･やりたいこと
があり､住み慣れた地域で仲間と共に､希望を持って⾃分らしく暮らすことが出来る

⇒ ①「新しい認知症観」に⽴つ､②⾃分ごととして考える､③認知症の⼈等の参画･対話､④多様な主体の連携･協働

• 以下の4つの重点⽬標に即した評価指標を設定︓①「新しい認知症観」の理解、②認知症の⼈の意思の尊重、
③認知症の⼈・家族等の地域での安⼼な暮らし、④新たな知⾒や技術の活⽤ 

• 評価指標は、重点⽬標に即して、プロセス指標、アウトプット指標、アウトカム指標を設定。

• 施策は、認知症の⼈の声を起点とし、認知症の⼈の視点に⽴って、認知症の⼈や家族等とともに推進する。
⇒ 以下の12項⽬を設定︓①国⺠の理解､②バリアフリー､③社会参加､④意思決定・権利擁護､⑤保健医療･福祉､
⑥相談体制､⑦研究､⑧予防､⑨調査､⑩多様な主体の連携､⑪地⽅公共団体への⽀援､⑫国際協⼒

前⽂／Ⅰ 認知症施策推進基本計画について／Ⅱ 基本的な⽅向性

Ⅲ 基本的施策

Ⅳ 第1期基本計画中に達成すべき重点⽬標等

Ⅴ 推進体制等

【位置づけ】 基本法に基づく、国の認知症施策の基本計画。これに基づき、地⽅⾃治体は推進計画を策定（努⼒義務)。

重点⽬標・評価指標
重点⽬標 プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標 

①国⺠⼀⼈⼀⼈
が「新しい認
知症観」を理
解している

• 地域の中で認知症の⼈と出会い、そ
の当事者活動を⽀援している地⽅公
共団体の数

• 認知症サポーターの養成研修に認知
症の⼈が参画している地⽅公共団体
の数

• 認知症希望⼤使等の本⼈発信等の取組を
⾏っている地⽅公共団体の数

• 認知症サポーターの養成者数及び認知症サ
ポーターが参画しているチームオレンジの
数

• 認知症や認知症の⼈に関する国
⺠の基本的な知識の理解度

• 国⺠における「新しい認知症
観」の理解とそれに基づく振る
舞いの状況

②認知症の⼈の
⽣活において
その意思等が
尊重されてい
る

• ピアサポート活動への⽀援を実施し
ている地⽅公共団体の数

• ⾏政職員が参画する本⼈ミーティン
グを実施している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者等に、認知症の⼈
の意思決定⽀援の重要性の理解を促
す研修を実施している地⽅公共団体
の数とその参加者数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる認知症の⼈の意⾒を反映
している地⽅公共団体の数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる家族等の意⾒を反映して
いる地⽅公共団体の数

• 地域⽣活の様々な場⾯において、
認知症の⼈の意思が尊重され、
本⼈が望む⽣活が継続できてい
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

③認知症の⼈・
家族等が他の
⼈々と⽀え合
いながら地域
で安⼼して暮
らすことがで
きる

• 部署横断的に認知症施策の検討を実
施している地⽅公共団体の数

• 認知症の⼈と家族等が参画した認知
症施策の計画を策定し、その計画に
達成すべき⽬標及び関連指標（KPI）
を設定している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者に対して実施して
いる認知症対応⼒向上研修の受講者
数

• 就労⽀援も含めて個別の相談・⽀援を実施
していることを明⽰した認知症地域⽀援推
進員や若年性認知症⽀援コーディネーター
を設置している地⽅公共団体の数

• 認知症バリアフリー宣⾔を⾏っている事業
者の数

• 製品・サービスの開発に参画している認知
症の⼈と家族等の⼈数

• 基本法の趣旨を踏まえた認知症ケアパスの
作成・更新・周知を⾏っている市町村の数

• 認知症疾患医療センターにおける認知症関
連疾患の鑑別診断件数

• ⾃分の思いを伝えることが出来
る家族、友⼈、仲間がいると感
じている認知症の⼈の割合

• 地域で役割を果たしていると感
じている認知症の⼈の割合

• 認知症の⼈が⾃分らしく暮らせ
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

• 認知症の⼈の希望に沿った、保
健医療サービス及び福祉サービ
スを受けていると考えている認
知症の⼈の割合

④国⺠が認知症
に関する新た
な知⾒や技術
を活⽤できる

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と
家族等の当事者の意⾒を反映させて
いる研究計画の数

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と家族等
の当事者の意⾒を反映させている認知症に
関する研究事業の数

• 国が⽀援・実施する、認知症に
関する研究事業の成果が社会実
装化されている数

06627421
フリーテキスト




重点⽬標・評価指標
重点⽬標 プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標 

①国⺠⼀⼈⼀⼈
が「新しい認
知症観」を理
解している

• 地域の中で認知症の⼈と出会い、そ
の当事者活動を⽀援している地⽅公
共団体の数

• 認知症サポーターの養成研修に認知
症の⼈が参画している地⽅公共団体
の数

• 認知症希望⼤使等の本⼈発信等の取組を
⾏っている地⽅公共団体の数

• 認知症サポーターの養成者数及び認知症サ
ポーターが参画しているチームオレンジの
数

• 認知症や認知症の⼈に関する国
⺠の基本的な知識の理解度

• 国⺠における「新しい認知症
観」の理解とそれに基づく振る
舞いの状況

②認知症の⼈の
⽣活において
その意思等が
尊重されてい
る

• ピアサポート活動への⽀援を実施し
ている地⽅公共団体の数

• ⾏政職員が参画する本⼈ミーティン
グを実施している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者等に、認知症の⼈
の意思決定⽀援の重要性の理解を促
す研修を実施している地⽅公共団体
の数とその参加者数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる認知症の⼈の意⾒を反映
している地⽅公共団体の数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる家族等の意⾒を反映して
いる地⽅公共団体の数

• 地域⽣活の様々な場⾯において、
認知症の⼈の意思が尊重され、
本⼈が望む⽣活が継続できてい
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

③認知症の⼈・
家族等が他の
⼈々と⽀え合
いながら地域
で安⼼して暮
らすことがで
きる

• 部署横断的に認知症施策の検討を実
施している地⽅公共団体の数

• 認知症の⼈と家族等が参画した認知
症施策の計画を策定し、その計画に
達成すべき⽬標及び関連指標（KPI）
を設定している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者に対して実施して
いる認知症対応⼒向上研修の受講者
数

• 就労⽀援も含めて個別の相談・⽀援を実施
していることを明⽰した認知症地域⽀援推
進員や若年性認知症⽀援コーディネーター
を設置している地⽅公共団体の数

• 認知症バリアフリー宣⾔を⾏っている事業
者の数

• 製品・サービスの開発に参画している認知
症の⼈と家族等の⼈数

• 基本法の趣旨を踏まえた認知症ケアパスの
作成・更新・周知を⾏っている市町村の数

• 認知症疾患医療センターにおける認知症関
連疾患の鑑別診断件数

• ⾃分の思いを伝えることが出来
る家族、友⼈、仲間がいると感
じている認知症の⼈の割合

• 地域で役割を果たしていると感
じている認知症の⼈の割合

• 認知症の⼈が⾃分らしく暮らせ
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

• 認知症の⼈の希望に沿った、保
健医療サービス及び福祉サービ
スを受けていると考えている認
知症の⼈の割合

④国⺠が認知症
に関する新た
な知⾒や技術
を活⽤できる

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と
家族等の当事者の意⾒を反映させて
いる研究計画の数

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と家族等
の当事者の意⾒を反映させている認知症に
関する研究事業の数

• 国が⽀援・実施する、認知症に
関する研究事業の成果が社会実
装化されている数

重点⽬標・評価指標
重点⽬標 プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標 

①国⺠⼀⼈⼀⼈
が「新しい認
知症観」を理
解している

• 地域の中で認知症の⼈と出会い、そ
の当事者活動を⽀援している地⽅公
共団体の数

• 認知症サポーターの養成研修に認知
症の⼈が参画している地⽅公共団体
の数

• 認知症希望⼤使等の本⼈発信等の取組を
⾏っている地⽅公共団体の数

• 認知症サポーターの養成者数及び認知症サ
ポーターが参画しているチームオレンジの
数

• 認知症や認知症の⼈に関する国
⺠の基本的な知識の理解度

• 国⺠における「新しい認知症
観」の理解とそれに基づく振る
舞いの状況

②認知症の⼈の
⽣活において
その意思等が
尊重されてい
る

• ピアサポート活動への⽀援を実施し
ている地⽅公共団体の数

• ⾏政職員が参画する本⼈ミーティン
グを実施している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者等に、認知症の⼈
の意思決定⽀援の重要性の理解を促
す研修を実施している地⽅公共団体
の数とその参加者数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる認知症の⼈の意⾒を反映
している地⽅公共団体の数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる家族等の意⾒を反映して
いる地⽅公共団体の数

• 地域⽣活の様々な場⾯において、
認知症の⼈の意思が尊重され、
本⼈が望む⽣活が継続できてい
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

③認知症の⼈・
家族等が他の
⼈々と⽀え合
いながら地域
で安⼼して暮
らすことがで
きる

• 部署横断的に認知症施策の検討を実
施している地⽅公共団体の数

• 認知症の⼈と家族等が参画した認知
症施策の計画を策定し、その計画に
達成すべき⽬標及び関連指標（KPI）
を設定している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者に対して実施して
いる認知症対応⼒向上研修の受講者
数

• 就労⽀援も含めて個別の相談・⽀援を実施
していることを明⽰した認知症地域⽀援推
進員や若年性認知症⽀援コーディネーター
を設置している地⽅公共団体の数

• 認知症バリアフリー宣⾔を⾏っている事業
者の数

• 製品・サービスの開発に参画している認知
症の⼈と家族等の⼈数

• 基本法の趣旨を踏まえた認知症ケアパスの
作成・更新・周知を⾏っている市町村の数

• 認知症疾患医療センターにおける認知症関
連疾患の鑑別診断件数

• ⾃分の思いを伝えることが出来
る家族、友⼈、仲間がいると感
じている認知症の⼈の割合

• 地域で役割を果たしていると感
じている認知症の⼈の割合

• 認知症の⼈が⾃分らしく暮らせ
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

• 認知症の⼈の希望に沿った、保
健医療サービス及び福祉サービ
スを受けていると考えている認
知症の⼈の割合

④国⺠が認知症
に関する新た
な知⾒や技術
を活⽤できる

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と
家族等の当事者の意⾒を反映させて
いる研究計画の数

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と家族等
の当事者の意⾒を反映させている認知症に
関する研究事業の数

• 国が⽀援・実施する、認知症に
関する研究事業の成果が社会実
装化されている数

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）
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⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究
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認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信
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• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
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業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
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センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
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基本的施策（抄）
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• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
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業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援
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• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）
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重点⽬標・評価指標
重点⽬標 プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標 

①国⺠⼀⼈⼀⼈
が「新しい認
知症観」を理
解している

• 地域の中で認知症の⼈と出会い、そ
の当事者活動を⽀援している地⽅公
共団体の数

• 認知症サポーターの養成研修に認知
症の⼈が参画している地⽅公共団体
の数

• 認知症希望⼤使等の本⼈発信等の取組を
⾏っている地⽅公共団体の数

• 認知症サポーターの養成者数及び認知症サ
ポーターが参画しているチームオレンジの
数

• 認知症や認知症の⼈に関する国
⺠の基本的な知識の理解度

• 国⺠における「新しい認知症
観」の理解とそれに基づく振る
舞いの状況

②認知症の⼈の
⽣活において
その意思等が
尊重されてい
る

• ピアサポート活動への⽀援を実施し
ている地⽅公共団体の数

• ⾏政職員が参画する本⼈ミーティン
グを実施している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者等に、認知症の⼈
の意思決定⽀援の重要性の理解を促
す研修を実施している地⽅公共団体
の数とその参加者数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる認知症の⼈の意⾒を反映
している地⽅公共団体の数

• 認知症施策に関して、ピアサポート活動等
を通じて得られる家族等の意⾒を反映して
いる地⽅公共団体の数

• 地域⽣活の様々な場⾯において、
認知症の⼈の意思が尊重され、
本⼈が望む⽣活が継続できてい
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

③認知症の⼈・
家族等が他の
⼈々と⽀え合
いながら地域
で安⼼して暮
らすことがで
きる

• 部署横断的に認知症施策の検討を実
施している地⽅公共団体の数

• 認知症の⼈と家族等が参画した認知
症施策の計画を策定し、その計画に
達成すべき⽬標及び関連指標（KPI）
を設定している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者に対して実施して
いる認知症対応⼒向上研修の受講者
数

• 就労⽀援も含めて個別の相談・⽀援を実施
していることを明⽰した認知症地域⽀援推
進員や若年性認知症⽀援コーディネーター
を設置している地⽅公共団体の数

• 認知症バリアフリー宣⾔を⾏っている事業
者の数

• 製品・サービスの開発に参画している認知
症の⼈と家族等の⼈数

• 基本法の趣旨を踏まえた認知症ケアパスの
作成・更新・周知を⾏っている市町村の数

• 認知症疾患医療センターにおける認知症関
連疾患の鑑別診断件数

• ⾃分の思いを伝えることが出来
る家族、友⼈、仲間がいると感
じている認知症の⼈の割合

• 地域で役割を果たしていると感
じている認知症の⼈の割合

• 認知症の⼈が⾃分らしく暮らせ
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

• 認知症の⼈の希望に沿った、保
健医療サービス及び福祉サービ
スを受けていると考えている認
知症の⼈の割合

④国⺠が認知症
に関する新た
な知⾒や技術
を活⽤できる

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と
家族等の当事者の意⾒を反映させて
いる研究計画の数

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と家族等
の当事者の意⾒を反映させている認知症に
関する研究事業の数

• 国が⽀援・実施する、認知症に
関する研究事業の成果が社会実
装化されている数
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を通じて得られる家族等の意⾒を反映して
いる地⽅公共団体の数

• 地域⽣活の様々な場⾯において、
認知症の⼈の意思が尊重され、
本⼈が望む⽣活が継続できてい
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

③認知症の⼈・
家族等が他の
⼈々と⽀え合
いながら地域
で安⼼して暮
らすことがで
きる

• 部署横断的に認知症施策の検討を実
施している地⽅公共団体の数

• 認知症の⼈と家族等が参画した認知
症施策の計画を策定し、その計画に
達成すべき⽬標及び関連指標（KPI）
を設定している地⽅公共団体の数

• 医療・介護従事者に対して実施して
いる認知症対応⼒向上研修の受講者
数

• 就労⽀援も含めて個別の相談・⽀援を実施
していることを明⽰した認知症地域⽀援推
進員や若年性認知症⽀援コーディネーター
を設置している地⽅公共団体の数

• 認知症バリアフリー宣⾔を⾏っている事業
者の数

• 製品・サービスの開発に参画している認知
症の⼈と家族等の⼈数

• 基本法の趣旨を踏まえた認知症ケアパスの
作成・更新・周知を⾏っている市町村の数

• 認知症疾患医療センターにおける認知症関
連疾患の鑑別診断件数

• ⾃分の思いを伝えることが出来
る家族、友⼈、仲間がいると感
じている認知症の⼈の割合

• 地域で役割を果たしていると感
じている認知症の⼈の割合

• 認知症の⼈が⾃分らしく暮らせ
ると考えている認知症の⼈及び
国⺠の割合

• 認知症の⼈の希望に沿った、保
健医療サービス及び福祉サービ
スを受けていると考えている認
知症の⼈の割合

④国⺠が認知症
に関する新た
な知⾒や技術
を活⽤できる

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と
家族等の当事者の意⾒を反映させて
いる研究計画の数

• 国が⽀援・実施する、認知症の⼈と家族等
の当事者の意⾒を反映させている認知症に
関する研究事業の数

• 国が⽀援・実施する、認知症に
関する研究事業の成果が社会実
装化されている数

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）
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６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

認知症総合支援事業（現在）

① 認知症初期集中支援推進事業 （初期からの支援）

「認知症初期集中支援チーム」・・・認知症の人や家族に対する初期の支援を包括的・集

中的に行い、自立生活をサポート

② 認知症地域支援・ケア向上推進事業 （相談機能・地域連携の強化）
・認知症疾患医療センター等の医療機関、介護サービス事業所等同⼠の連携支援
・「認知症地域支援推進員」（認知症の人や家族を支援する相談業務等を担当）を設置
⼀般病院・介護保険施設等での認知症対応力の向上
認知症ケアに携わる多職種の協働研修

認知症グループホーム等での在宅生活継続のための相談・支援

認知症カフェ等の取組を推進

③ 認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 （地域づくり）

・認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み

（チームオレンジ）を地域ごとに整備

○単身世帯・高齢者夫婦世帯の増加への対応、家族支援の重要性、地域での理解や連携
→認知症の人とその家族が安⼼して生活できる地域づくり
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６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

６．相談体制の整備等
• 認知症の⼈の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
包括⽀援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）

• 認知症の⼈⼜は家族等が互いに⽀え合うための相談・交流の活動
に対する⽀援等（認知症地域⽀援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート、認知症希望⼤使の活動⽀援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護⽅法等の研究の推
進・成果の普及

• 社会参加のあり⽅、共⽣のための社会環境整備その他の調査研究、
検証、成果の活⽤（介護ロボット・ICT等の開発・普及の⽀援）

８．認知症の予防等
• 科学的知⾒に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括⽀援センター、医療機関、⺠間団体等の連携協⼒体制の
整備（早期発⾒・早期対応・診断後⽀援まで⾏うモデルの確⽴）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の⼈を含む認知症の⼈の⽣活実態、社会参加・就労
⽀援を促進する体制や社会実装の⽅策など共⽣社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括⽀援センター、認知症地域⽀援推進員、
認知症サポート医、認知症初期集中⽀援チーム、居宅介護⽀援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住⺠を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地⽅公共団体に対する⽀援
• 地⽅公共団体の参考となるような取組の共有などの⽀援

12．国際協⼒
• 外国政府、国際機関⼜は関係団体等と連携、我が国の⾼齢化及び
認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の⼈に関する国⺠の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的
理解の推進

• 認知症の⼈に関する理解を深めるための、本⼈発信を含めた運動
の展開（認知症希望⼤使の活動⽀援）

２．認知症の⼈の⽣活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の⼈が⾃⽴し安⼼して暮らすための、地域における⽣活⽀
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 認知症の⼈に事業者が適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の⼈の社会参加の機会の確保等
• 認知症の⼈⾃らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の
推進）

• 認知症の⼈の社会参加の機会の確保（本⼈ミーティング、介護事
業所における社会参加活動等の推進）

• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の⼈等の就
労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の⼈の意思決定の⽀援及び権利利益の保護
• 認知症の⼈の意思決定⽀援に関する指針の策定、情報提供（認知
症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援に関するガイ
ドラインの改定）

• 認知症の⼈に対するわかりやすい形での意思決定⽀援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専⾨的⼜は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患医療
センターの相談機能の充実）

• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中⽀援チーム
の⾒直し、認知症地域⽀援推進員の適切な配置）

• ⼈材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修のあり⽅の⾒
直し）

基本的施策（抄）

認知症総合支援事業（現在）

① 認知症初期集中支援推進事業 （初期からの支援）

「認知症初期集中支援チーム」・・・認知症の人や家族に対する初期の支援を包括的・集

中的に行い、自立生活をサポート

② 認知症地域支援・ケア向上推進事業 （相談機能・地域連携の強化）
・認知症疾患医療センター等の医療機関、介護サービス事業所等同⼠の連携支援
・「認知症地域支援推進員」（認知症の人や家族を支援する相談業務等を担当）を設置
⼀般病院・介護保険施設等での認知症対応力の向上
認知症ケアに携わる多職種の協働研修

認知症グループホーム等での在宅生活継続のための相談・支援

認知症カフェ等の取組を推進

③ 認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 （地域づくり）

・認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み

（チームオレンジ）を地域ごとに整備

○単身世帯・高齢者夫婦世帯の増加への対応、家族支援の重要性、地域での理解や連携
→認知症の人とその家族が安⼼して生活できる地域づくり



認知症の⼈の社会参加推進事業

事業内容
１ 認知症の⼈の社会参加の機会の創出（区市町村への補助）
① 地域の関係機関や⺠間企業など多様な主体が参加する話し合いの場を
設置し、認知症の⼈の社会参加の機会を創出する取組の実施【必須】
② 認知症の⼈の社会参加推進に係るイベント開催等の普及啓発の実施【加算】
➂ 認知症の⼈の社会参加推進に係る先駆的な事例や情報の提供を実施【加算】
【実施期間】 令和６年度から令和７年度
【補助基準額】 ①を実施した場合 ５百万円

①②⼜は①➂を実施した場合 ６百万円
①②➂を実施した場合 ７百万円

【補助率】 10/10
２ 検討会の設置（都が直接実施）
〇令和6年度は検討会を３回実施し、参加⾃治体の取組や、
都内全区市町村に 広げていくための課題・事業素案を検討予定
・第1回検討会 令和6年5⽉22⽇開催済（オンライン）
参加者:区市町村職員12名、⺠間企業等5名、有識者5名、認知症当事者1名、都職員2名（福祉局・産業労働局）
議事︓町⽥市の今年度の取組、船橋市における有償ボランティアの事例、参加⾃治体における課題等について意⾒交換

〇参加⾃治体の取組（認知症当事者の社会参加イベント等）について、当該⾃治体と連携して広報（都HP掲載等）

事業イメージ

※出典「平成29年度厚⽣労働省⽼⼈保健健康増進等事
業 若年性認知症を含む認知症の⼈の能⼒を効果的
に活かす⽅法等に関する調査研究事業」

■ 「共⽣社会の実現を推進するための認知症基本法」では、都道府県・区市町村に、認知症の⼈が⽣きがいや希望を持って暮らすこ
とができるよう、認知症の⼈の社会参加の機会の確保についての施策を講ずることを求めている。

■法が求める「共⽣社会」の実現のため、区市町村には、本⼈の想いを中⼼に、地域の関係機関や地元企業が協⼒しながら、誰もが
地域の⼀員として⾃分の役割を持って暮らしつづけられるまちづくりが求められる。

現 状

・町⽥市（NPO等と協働でワークショップ開催）
認知症の⼈が従事する仕事内容のアイデア出しの様⼦

（令和7年度までを先⾏実施期間とし、 令和8年度以降本格実施）

資料５−７

東京都認知症施策
推進会議資料

東京都

東京都認知症施策
推進計画の策定中

先⾏する事業を実
施している
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■要介護認定者数の推移の内訳（第１号被保険者＋第２号被保険者） 
 

←実績 推計→ （単位：人） 
 令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 
令和 

６年度 
令和 

７年度 
令和 

８年度 
令和 

12年度 
令和 

17年度 
令和 

22年度 
要介護認定者数 36,207 36,649 36,770 37,046 37,404 37,718 39,243 40,338 41,132 

 要支援１ 4,656 4,894 5,073 5,288 5,371 5,408 5,602 5,747 5,815 

 要支援２ 4,283 4,303 4,301 4,148 4,134 4,143 4,285 4,355 4,444 

 要介護１ 6,836 7,102 7,033 7,099 7,109 7,101 7,399 7,593 7,664 

 要介護２ 7,305 7,190 6,910 6,787 6,748 6,760 7,032 7,288 7,409 

 要介護３ 5,056 4,981 4,999 5,016 5,089 5,162 5,367 5,531 5,684 

 要介護４ 4,584 4,667 4,852 4,981 5,118 5,228 5,471 5,617 5,756 

 要介護５ 3,487 3,512 3,602 3,727 3,835 3,916 4,087 4,207 4,360 

※令和５年度までは年度内平均値に近い９月末時点の実績値、令和６年度以降は推計値です。 

※厚生労働省 地域包括ケア「見える化」システムにより推計しています。 

 

■要介護認定者に占める認知症の症状がある人の割合＜要介護度別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■要介護認定者に占める認知症の症状がある人の割合＜年代別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５年９月要介護・要支援認定審査分を分析し、作成しています。 

※認知症に関する日常生活自立度による分類（認定調査票より）で、各項目の内容は次のとおりになります。 

「自立」…認知症の症状がない方（要介護認定の有無とは異なる） 

「Ⅰ」…何らかの認知症の症状があるが、日常生活は家庭内および社会的にほぼ自立している方 

「Ⅱ以上」…見守り等の何らかの介護・支援が必要な方  
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要支援１（n=310）

全体（n=2,795）

自立 Ⅰ Ⅱ以上
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85歳以上（n=1,420）

80～84歳以上（n=570）

75～79歳以上（n=382）

70～74歳以上（n=243）

65～69歳以上（n=105）

64歳以下（n=75）

全体（n=2,795）

自立 Ⅰ Ⅱ以上

第9期 練⾺区⾼齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画 p８

練⾺区の状況を⾒てみま
しょう



認知症の⼈の社会参加推進事業

事業内容
１ 認知症の⼈の社会参加の機会の創出（区市町村への補助）
① 地域の関係機関や⺠間企業など多様な主体が参加する話し合いの場を
設置し、認知症の⼈の社会参加の機会を創出する取組の実施【必須】
② 認知症の⼈の社会参加推進に係るイベント開催等の普及啓発の実施【加算】
➂ 認知症の⼈の社会参加推進に係る先駆的な事例や情報の提供を実施【加算】
【実施期間】 令和６年度から令和７年度
【補助基準額】 ①を実施した場合 ５百万円

①②⼜は①➂を実施した場合 ６百万円
①②➂を実施した場合 ７百万円

【補助率】 10/10
２ 検討会の設置（都が直接実施）
〇令和6年度は検討会を３回実施し、参加⾃治体の取組や、
都内全区市町村に 広げていくための課題・事業素案を検討予定
・第1回検討会 令和6年5⽉22⽇開催済（オンライン）
参加者:区市町村職員12名、⺠間企業等5名、有識者5名、認知症当事者1名、都職員2名（福祉局・産業労働局）
議事︓町⽥市の今年度の取組、船橋市における有償ボランティアの事例、参加⾃治体における課題等について意⾒交換

〇参加⾃治体の取組（認知症当事者の社会参加イベント等）について、当該⾃治体と連携して広報（都HP掲載等）

事業イメージ

※出典「平成29年度厚⽣労働省⽼⼈保健健康増進等事
業 若年性認知症を含む認知症の⼈の能⼒を効果的
に活かす⽅法等に関する調査研究事業」

■ 「共⽣社会の実現を推進するための認知症基本法」では、都道府県・区市町村に、認知症の⼈が⽣きがいや希望を持って暮らすこ
とができるよう、認知症の⼈の社会参加の機会の確保についての施策を講ずることを求めている。

■法が求める「共⽣社会」の実現のため、区市町村には、本⼈の想いを中⼼に、地域の関係機関や地元企業が協⼒しながら、誰もが
地域の⼀員として⾃分の役割を持って暮らしつづけられるまちづくりが求められる。

現 状

・町⽥市（NPO等と協働でワークショップ開催）
認知症の⼈が従事する仕事内容のアイデア出しの様⼦

（令和7年度までを先⾏実施期間とし、 令和8年度以降本格実施）

資料５−７

東京都認知症施策
推進会議資料

東京都

東京都認知症施策
推進計画の策定中

先⾏する事業を実
施している
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■要介護認定者数の推移の内訳（第１号被保険者＋第２号被保険者） 
 

←実績 推計→ （単位：人） 
 令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 
令和 

６年度 
令和 

７年度 
令和 

８年度 
令和 

12年度 
令和 

17年度 
令和 

22年度 
要介護認定者数 36,207 36,649 36,770 37,046 37,404 37,718 39,243 40,338 41,132 

 要支援１ 4,656 4,894 5,073 5,288 5,371 5,408 5,602 5,747 5,815 

 要支援２ 4,283 4,303 4,301 4,148 4,134 4,143 4,285 4,355 4,444 

 要介護１ 6,836 7,102 7,033 7,099 7,109 7,101 7,399 7,593 7,664 

 要介護２ 7,305 7,190 6,910 6,787 6,748 6,760 7,032 7,288 7,409 

 要介護３ 5,056 4,981 4,999 5,016 5,089 5,162 5,367 5,531 5,684 

 要介護４ 4,584 4,667 4,852 4,981 5,118 5,228 5,471 5,617 5,756 

 要介護５ 3,487 3,512 3,602 3,727 3,835 3,916 4,087 4,207 4,360 

※令和５年度までは年度内平均値に近い９月末時点の実績値、令和６年度以降は推計値です。 

※厚生労働省 地域包括ケア「見える化」システムにより推計しています。 

 

■要介護認定者に占める認知症の症状がある人の割合＜要介護度別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■要介護認定者に占める認知症の症状がある人の割合＜年代別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５年９月要介護・要支援認定審査分を分析し、作成しています。 

※認知症に関する日常生活自立度による分類（認定調査票より）で、各項目の内容は次のとおりになります。 

「自立」…認知症の症状がない方（要介護認定の有無とは異なる） 

「Ⅰ」…何らかの認知症の症状があるが、日常生活は家庭内および社会的にほぼ自立している方 

「Ⅱ以上」…見守り等の何らかの介護・支援が必要な方  

6.3%

6.8%

7.4%

11.6%

12.0%

33.8%

43.9%

16.2%

9.8%

14.8%

16.3%

21.7%

26.3%

57.7%

45.8%

27.0%

83.9%

78.5%

76.3%

66.7%

61.6%

8.5%

10.3%

56.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護５（n=286）

要介護４（n=311）

要介護３（n=392）

要介護２（n=508）

要介護１（n=657）

要支援２（n=331）

要支援１（n=310）

全体（n=2,795）

自立 Ⅰ Ⅱ以上

10.5%

17.7%

21.2%

23.5%

35.2%

38.7%

16.2%

24.5%

31.6%

32.5%

27.2%

22.9%

16.0%

27.0%

65.0%

50.7%

46.3%

49.4%

41.9%

45.3%

56.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

85歳以上（n=1,420）

80～84歳以上（n=570）

75～79歳以上（n=382）

70～74歳以上（n=243）

65～69歳以上（n=105）

64歳以下（n=75）

全体（n=2,795）

自立 Ⅰ Ⅱ以上

第9期 練⾺区⾼齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画 p８

練⾺区の状況を⾒てみま
しょう
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（４）地区別の高齢者の現状 

高齢者人口は石神井地区が最も多く、大泉地区が最も少なくなっています。一方、高齢化

率は大泉地区が最も高く、４人に１人が高齢者です。要介護認定率についても大泉地区が最

も高く、23.3％となっています。 
 

■人口構成等 

 全 体 練 馬 光が丘 石神井 大 泉 
土地面積 48.08㎢ 9.144㎢ 13.102㎢ 14.499㎢ 11.335㎢ 

人口 741,540人 178,312人 207,470人 215,883人 139,875人 

 ０～14歳 84,978人 17,898人 24,487人 25,800人 16,793人 

 15～64歳 493,408人 125,071人 136,959人 142,290人 89,088人 

 65歳以上 163,154人 35,343人 46,024人 47,793人 33,994人 

高齢化率 22.0％ 19.8％ 22.2％ 22.1％ 24.3％ 

世帯数 389,715世帯 105,409世帯 105,954世帯 111,053世帯 67,299世帯 

平均世帯人員 1.9人 1.7人 2.0人 1.9人 2.1人 

人口密度 15,423人／㎢ 19,500人／㎢ 15,835人／㎢ 14,890人／㎢ 12,340人／㎢ 
ひとり暮らし高齢者数
（率） 

56,836人
(34.8％) 

13,876人
(39.3％) 

15,030人
(32.7％) 

16,497人
(34.5％) 

11,433人
(33.6％) 

要介護認定者数 
（率） 

36,076人
(22.0％) 

6,880人 
(19.6％) 

9,555人
(21.0％) 

10,179人
(21.5％) 

7,856人
(23.3％) 

※令和６年１月１日現在。要介護認定者数（率）のみ令和５年９月末時点です。 

※ひとり暮らし高齢者率は、65 歳以上人口に占めるひとり暮らし高齢者数の割合です。 

※区全体の要介護認定者数（率）は、住所地特例により区外に住民票があり、練馬区が保険者となる方も含まれて

います。 
 
高齢者がいる世帯に占めるひとり暮らし高齢者の世帯の割合は、練馬地区が最も高く、約

半数を占めています。いずれの地区においても、７割以上の世帯が高齢者のみで構成されて

います。 
 

■高齢者がいる世帯の状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

※令和６年１月１日現在の住民基本台帳の実績値より作成しています。  

11,433(45.8%)

16,497(46.7%)

15,030(44.6%)

13,876(51.7%)

56,836（47.0%）

6,517(26.1%)

9,159(25.9%)

8,792（26.1%）

6,214(23.2%)

30,682(25.4%)

7,001(28.1%)

9,661(27.4%)

9,894(29.3%)

6,747(25.1%)

33,303（27.6%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大泉（n=24,951）

石神井（n=35,317）

光が丘（n=33,716）

練馬（n=26,837）

全体（n=120,821）

高齢者のみで構成される世帯数＜単身世帯＞（割合）

高齢者のみで構成される世帯数＜複数世帯＞（割合）

その他
第9期 練⾺区⾼齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画 p９
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②認知症施策で必要なこと 

○いずれの調査でも「認知症の兆候を早期に発見できる仕組みづくり」が最も高く、次い

で「介護している家族の負担の軽減」の順となっている。 

○これから高齢期では、「介護している家族の負担の軽減」が 49.1％と他の調査と比べて

高くなっている。 

 

（○は３つまで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

無回答

介護している家族の負担の軽減

認知症予防についての講習会や情報提供

介護保険制度や成年後見制度、
その他の利用できるサービスに関する情報提供

権利擁護センター「ほっとサポートねりま」
からの支援

その他

特にない

医療と介護保険サービスの連携による
認知症の人を支える仕組みづくり

認知症について正しい知識を得るための
講習会や情報提供

地域での見守りなど、日常的な支え合い

本人や家族が気軽に相談できる場所や
共に活動できる居場所の整備

認知症の人本人が自らの気持ちや
必要としていることを話し合える場や機会の提供

認知症高齢者グループホームの整備など、
介護保険サービスの充実

認知症の兆候を
早期に発見できる仕組みづくり

50.1

25.4

16.2

11.0

28.4

10.0

13.6

35.2

8.1

7.8

2.1

1.5

3.6

13.9

49.8

24.8

17.4

14.2

22.6

9.8

9.6

26.1

7.0

3.9

2.0

1.6

4.9

17.1

43.9

30.8

11.5

13.0

19.3

8.6

12.4

38.5

4.4

4.5

1.3

1.6

6.3

14.7

55.0

37.3

12.3

9.0

30.7

9.7

15.1

49.1

7.4

9.7

1.5

0.8

2.3

5.6

0 20 40 60

高齢者一般 n=(1,516)  

要支援認定者 n=(1,280)  

要介護認定者 n=(1,344)  

これから高齢期 n=(391)  

(%)

認知症施策で必要なこと

第9期 練⾺区⾼齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画 p２７
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（４）地区別の高齢者の現状 

高齢者人口は石神井地区が最も多く、大泉地区が最も少なくなっています。一方、高齢化

率は大泉地区が最も高く、４人に１人が高齢者です。要介護認定率についても大泉地区が最

も高く、23.3％となっています。 
 

■人口構成等 

 全 体 練 馬 光が丘 石神井 大 泉 
土地面積 48.08㎢ 9.144㎢ 13.102㎢ 14.499㎢ 11.335㎢ 

人口 741,540人 178,312人 207,470人 215,883人 139,875人 

 ０～14歳 84,978人 17,898人 24,487人 25,800人 16,793人 

 15～64歳 493,408人 125,071人 136,959人 142,290人 89,088人 

 65歳以上 163,154人 35,343人 46,024人 47,793人 33,994人 

高齢化率 22.0％ 19.8％ 22.2％ 22.1％ 24.3％ 

世帯数 389,715世帯 105,409世帯 105,954世帯 111,053世帯 67,299世帯 

平均世帯人員 1.9人 1.7人 2.0人 1.9人 2.1人 

人口密度 15,423人／㎢ 19,500人／㎢ 15,835人／㎢ 14,890人／㎢ 12,340人／㎢ 
ひとり暮らし高齢者数
（率） 

56,836人
(34.8％) 

13,876人
(39.3％) 

15,030人
(32.7％) 

16,497人
(34.5％) 

11,433人
(33.6％) 

要介護認定者数 
（率） 

36,076人
(22.0％) 

6,880人 
(19.6％) 

9,555人
(21.0％) 

10,179人
(21.5％) 

7,856人
(23.3％) 

※令和６年１月１日現在。要介護認定者数（率）のみ令和５年９月末時点です。 

※ひとり暮らし高齢者率は、65 歳以上人口に占めるひとり暮らし高齢者数の割合です。 

※区全体の要介護認定者数（率）は、住所地特例により区外に住民票があり、練馬区が保険者となる方も含まれて

います。 
 
高齢者がいる世帯に占めるひとり暮らし高齢者の世帯の割合は、練馬地区が最も高く、約

半数を占めています。いずれの地区においても、７割以上の世帯が高齢者のみで構成されて

います。 
 

■高齢者がいる世帯の状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

※令和６年１月１日現在の住民基本台帳の実績値より作成しています。  

11,433(45.8%)

16,497(46.7%)

15,030(44.6%)

13,876(51.7%)

56,836（47.0%）

6,517(26.1%)

9,159(25.9%)

8,792（26.1%）

6,214(23.2%)

30,682(25.4%)

7,001(28.1%)

9,661(27.4%)

9,894(29.3%)

6,747(25.1%)

33,303（27.6%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大泉（n=24,951）

石神井（n=35,317）

光が丘（n=33,716）

練馬（n=26,837）

全体（n=120,821）

高齢者のみで構成される世帯数＜単身世帯＞（割合）

高齢者のみで構成される世帯数＜複数世帯＞（割合）

その他
第9期 練⾺区⾼齢者保健福祉計
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②認知症施策で必要なこと 

○いずれの調査でも「認知症の兆候を早期に発見できる仕組みづくり」が最も高く、次い

で「介護している家族の負担の軽減」の順となっている。 

○これから高齢期では、「介護している家族の負担の軽減」が 49.1％と他の調査と比べて

高くなっている。 

 

（○は３つまで） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

無回答

介護している家族の負担の軽減

認知症予防についての講習会や情報提供

介護保険制度や成年後見制度、
その他の利用できるサービスに関する情報提供

権利擁護センター「ほっとサポートねりま」
からの支援

その他

特にない

医療と介護保険サービスの連携による
認知症の人を支える仕組みづくり

認知症について正しい知識を得るための
講習会や情報提供

地域での見守りなど、日常的な支え合い

本人や家族が気軽に相談できる場所や
共に活動できる居場所の整備

認知症の人本人が自らの気持ちや
必要としていることを話し合える場や機会の提供

認知症高齢者グループホームの整備など、
介護保険サービスの充実

認知症の兆候を
早期に発見できる仕組みづくり

50.1

25.4

16.2

11.0

28.4

10.0

13.6

35.2

8.1

7.8

2.1

1.5

3.6

13.9

49.8

24.8

17.4

14.2

22.6

9.8

9.6

26.1

7.0

3.9

2.0

1.6

4.9

17.1

43.9

30.8

11.5

13.0

19.3

8.6

12.4

38.5

4.4

4.5

1.3

1.6

6.3

14.7

55.0

37.3

12.3

9.0

30.7

9.7

15.1

49.1

7.4

9.7

1.5

0.8

2.3

5.6

0 20 40 60

高齢者一般 n=(1,516)  

要支援認定者 n=(1,280)  

要介護認定者 n=(1,344)  

これから高齢期 n=(391)  

(%)

認知症施策で必要なこと

第9期 練⾺区⾼齢者保健福祉計
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今後の課題
•認知症の⼈、介護家族の声を聴き、施策に⼀層反映
•認知症に対する意識向上、認知症の⼈の社会での受け⼊れ

•軽度認知症・MCIへの対応（とくに⼀⼈暮らしの⽅：⾃律度低
下への対応、社会的関係・参加の継続）
•家族への⽀援（社会資源での⽀援＋⼼理的⽀援が必要）
•認知症ケアパス（状態と標準的ケアの対応）の再検討と介護基
盤の整備（質・量：包括的継続的⽀援が必要）
•医療との連携（認知症疾患医療センターの役割⼤きい）




